
（表紙）

宮崎県日南市

平成２９年３月

社会資本総合整備計画書(第２回変更）

日南市の安全で安心して生活できるまちづくり（防災・安全）



（参考様式２）社会資本総合整備計画

平成２７年度　～　平成３１年度　（５年間） 日南市

・津波の浸水想定区域内における津波緊急避難場所の確保率を92％（H26末）から100％（H31末）に増加させる。

・津波により孤立が予想される地域における防災資機材の配備率を0％（H26末）から100％（H31末）に増加させる。

備考

津波の浸水地域内における津波緊急避難場所の確保率
（津波緊急避難場所の確保率）＝（津波浸水区域内における津波緊急避難場所への避難者数）／（津波浸水区域内の津波避難対象者数16,705人）
津波により孤立が予想される地域における防災資機材の整備率

(防災資機材の配備率）＝（津波により孤立が予想される地域における防災資機材の配備整備地域数）／（津波により孤立が予想される地域数18区）

交付対象事業

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H27 H28 H29 H30 H31 策定状況

1-A-1 都市防災 一般 日南市 直接 日南市

1-A-2 都市防災 一般 日南市 直接 日南市

1-A-3 都市防災 一般 日南市 直接 日南市

合計

事業 地域 交付 直接
種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 H31

合計

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）
種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 H31

1-C-1 施設整備 一般 日南市 直接 日南市

1-C-2 施設整備 一般 日南市 直接 日南市

合計

番号 一体的に実施することにより期待される効果

1-C-1

1-C-2

事業 地域 交付 直接

種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 H31

合計

百万円　　 42百万円 百万円

Ｂ　関連社会資本整備事業（該当なし）

日南市

日南市

全体事業費
合計

（A＋B＋C＋D）
C

重点配分対象の該当日南市の安全で安心して生活できるまちづくり（防災・安全）

　南海トラフ及び日向灘巨大地震や風水害などに備え、「日南市総合計画」の基本方針の一つである「安全で安心して生活できるまちづくり」の施策である「防災都市づくりの推進」「防災協力体制の強化」等の推進のため、地域防災計画に基づき、緊急避難場所、避難
路等の確保による避難体制の構築、防災資機材等の確保等による孤立集落対策の推進などにより、災害時に即応できる総合的な体制の整備拡充を進め、市民が安全で安心して生活できるまちづくりを目指す。

全体事業費
（百万円）

備考

備考

備考

　　計画の成果目標（定量的指標）

平成29年3月21日

計画の名称

計画の期間 交付対象

（H26末） （H29末） （H31末）

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値

計画の目標

　　定量的指標の定義及び算定式

92% 97% 100%

100%

中間目標値 最終目標値

44%0%

事業実施期間（年度）

（延長・面積等）

日南市
津波緊急避難場所
(高台避難場所 21箇所）

36

42

事業者 市町村名

6

市町村名
港湾・地区名

全体事業費
（百万円）

備考

10.4%A B

番号 要素となる事業名 市町村名
事業実施期間（年度）

30

363

全体事業費
（百万円）

費用便益費

86

247

全体事業費
（百万円）

備考

市町村名

工種
事業内容

－ 津波避難場所整備事業 日南市

省略
要素となる事業名

日南市

津波避難場所整備
(高台避難場所 6箇所）

番号 事業者 要素となる事業名
事業内容

番号 事業者

－ 防災資機材整備事業

D　社会資本整備円滑化地籍整備事業（該当なし）

都市防災総合推進事業(1-A-1)で実施する津波緊急避難場所の整備に併せ、既指定緊急避難場所に手摺や階段等を設置することにより、浸水地域の住民がより安全かつ迅速に避難することができ、避難体制の強化を図ることができる。

都市防災総合推進事業(1-A-1)で実施する津波緊急避難場所の整備に併せ、孤立が予想される地域に防災資機材等を配備することにより、災害時の避難活動支援や避難者の安全確保を図ることができる。

都市防災総合推進事業（防災まちづくり拠点：鵜戸地区、油津地区）

事業者

363百万円405百万円 D
効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋D）

備蓄倉庫及び資機材配備
(備蓄倉庫、防災資機材配備 18箇所）

津波緊急避難施設
(外付け避難階段 2箇所）

要素となる事業名

（事業箇所）

都市防災総合推進事業（地区公共：鵜戸地区、東郷地区、油津地区、
吾田地区、細田地区、南郷地区）

都市防災総合推進事業（防災まちづくり拠点：細田地区）
津波避難施設
(複合型避難施設 1基)

（延長・面積等）
事業内容



交付金の執行状況

(単位：百万円）

H26 H27 H28 H29 H30

配分額

（a） 170.000 24.400

計画別流用

増減額

（ｂ） ▲ 1.552 ▲ 22.272

（ｃ＝a＋ｂ） 168.448 2.128

前年度からの繰越額

（ｄ） 0.000 145.197

支払済額

（e) 23.251

翌年度繰越額

（ｆ） 145.197

うち未契約繰越額

（ｇ） 138.600

不要額

（ｈ＝（c＋ｄ－e-ｆ） 0.000

未契約＋不要額

（ｈ＝（ｇ＋ｈ）/(c＋ｄ）） 82.3%

未契約繰越＋不要額が10％を超えている場合

その理由

施設配置に関する
地元や関係機関と
の調整に時間を要
したため



（参考様式３）　参考図面

交付対象

計画の名称 　日南市の安全で安心して生活できるまちづくり（防災・安全）

計画の期間 　平成２７年度　～　平成３１年度（５年間） 日南市

‐‐‐‐
‐‐‐‐

□
■

○
●

‐‐‐‐

市街地（１０戸以上隣接）

行政施設等
JR軌道及び駅
地区区分

凡　　例
日南市域
旧区域

都市計画区域

津波浸水想定区域
特定避難困難者が住居する地域

宮崎県

日南市全図 Ｎ

１－Ａ－１ 都市防災総合推進事業

（地区公共：吾田地区）

津波緊急避難場所

（高台避難場所 １箇所）

１－Ａ－１ 都市防災総合推進事業

（地区公共：細田地区）

津波緊急避難場所

（高台避難場所 ５箇所）

１－Ａ－１ 都市防災総合推進事業

（地区公共：南郷地区）

津波緊急避難場所

（高台避難場所 ３箇所）

県道28号

JR日南線

JR北郷駅

JR油津駅

JR日南駅

JR内之田駅

JR飫肥駅

JR南郷駅

JR大堂津駅

JR谷之口駅

北郷町総合支所

国道２２０号

旧北郷町域

旧日南市域
国道２２２号

国道２２０号

旧南郷町域

鵜戸支所

酒谷支所

国道４４８号

JR伊比井駅

日南市役所

南郷町総合支所

１－Ａ－３ 都市防災総合推進事業

（防災まちづくり拠点：油津地区）

津波緊急避難施設

（外付け避難階段 １基）

１－Ａ－１ 都市防災総合推進事業

（地区公共：油津地区）

津波緊急避難場所

（高台避難場所 ４箇所）

１－A－３ 都市防災総合推進事業

（防災まちづくり拠点：鵜戸地区）

津波緊急避難施設

（外付け避難階段 １基）

１－Ａ－１ 都市防災総合推進事業

（地区公共：鵜戸地区）

津波緊急避難場所

（高台避難場所 ７箇所）

１－Ａ－１ 都市防災総合推進事業

（地区公共：東郷地区）

津波緊急避難場所

（高台避難場所 １箇所）

JR榎原駅

１－Ａ－２ 都市防災総合推進事業

（防災まちづくり拠点：細田地区）

津波避難施設

（複合型避難施設 １基）

１－A－１ （凡例●）

 １－A－２ （凡例●）

 １－A－３ （凡例●）

 １－C－１ （凡例●）

 １－C－２ （凡例●）

都市防災総合推進事業　地区公共

都市防災総合推進事業　防災まちづくり拠点　津波避難施設

都市防災総合推進事業　防災まちづくり拠点　津波緊急避難施設

津波避難場所整備事業

防災資機材整備事業

日南市全域



計画の名称：日南市の安全で安心して生活できるまちづくり（防災・安全）

事業主体名：宮崎県日南市

チェック欄

①上位計画等との整合性 ○

②地域の課題への対応
　（地域の課題と整備計画の目標の適合性）

○

①整備計画の目標と定量的指標の整合性 ○

②定量的指標の明瞭性 ○

③目標と事業内容の整合性 ○

④事業の効果（要素事業の相乗効果等）の見込みの妥当性 ○

①円滑な事業執行の環境
　（事業熟度、住民等の合意形成を踏まえた事業実施の確実性）

○

②地元の機運
　（住民、民間等の活動・関連事業との連携等による事業効果発現の確実性）

○

Ⅲ．整備計画の実現可能性

社会資本整備総合交付金チェックシート

Ⅰ．目標の妥当性

Ⅱ．整備計画の効果・効率性


